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報告資料１ 

 

日本 NPO 学会 2019 年度執行部業務報告（その１） 

 

日本 NPO 学会会長 岡本 仁宏 

 

１ 2019 年度の業務執行状況について（2019 年 4 月～8 月） 

 

（１）第１２回理事会（5 月、電子メール理事会） 

第 12 回理事会（審議期間）：2019 年 5 月 25 日（土）～5 月 29 日（水）24 時まで（5 日間） におい

て、①事業報告案の承認、②決算報告案の承認、③補正予算案の承認、④監事の選任に関する推薦の承認、

⑤顧問の選任に関する推薦の承認、⑥第２２回年次大会実行委員会の設置及び実行委員長の承認、⑦災害等

対応委員会委員長就任の承認、⑧新規入会会員の承認、さらに⑨その他報告を行った。 

 

（２）第１３回理事会（6 月、対面理事会） 

６月２日の第 13 回対面理事会において、①学会誌の編集・校正・印刷・製本等業務にかかる委託契約（案）

について概要、②2019 年度事業計画（修正案）、③新規入会会員をそれぞれ承認し、さらに④その他報告を行

った。 

 

（３）定時総会（6 月） 

６月３日の定時総会において、①2018 年度事業報告、②2018 年度決算、③監事の選任、④顧問の選任をそ

れぞれ承認した。 

また、①2019 年度事業計画、②同予算案、③第２２回大会開催校・実行委員会体制、④新会員システム導

入と事務局移転、⑤災害等対応委員会設置、⑥広報検討部会設置等について報告した。 

 

（４）各業務の進捗状況 

①年次大会 

2019 年度・第２１回年次大会を無事に終え、昨年度を上回る規模で成功させることができた。 

②事務局態勢の整備 

宮城から徳島への事務局の移転が完了し、徳島での事務局員の雇用を開始し、宮城での雇用を終了した。 

③予算執行 

新しい業務委託契約に伴い、経理規定に基づき予算執行を進めてきた。 

④ニューズレター 

2019 年 3 月、ニューズレター第７１号を発行し、同年 6 月 26 日に学会ホームページにも公開した。 

 ⑤学会賞 

2019年度学会賞を第２１回年次大会で発表するとともに、同年次大会優秀発表賞についての選考を行い、

６月７日メーリングリスト上で発表した（今後、理事会に対し事前に報告し発表する手続きを踏む）。 

 ⑥スタディ・グループ活動助成事業 

2019 年度スタディ・グループ活動助成について、学術研究委員会と協議し、今年度の募集要項の文言を

補筆し、募集を行った。 

⑦ディスカッションペーパー 
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ディスカッションペーパーの投稿が 1 件あり、投稿規程に基づき、書式や体裁等に関して修正の必要な

しとの編集委員会の判断を踏まえ、学会ウェブサイトに掲載した。 

⑧第２２回年次大会 

2020 年度・第 22 回年次大会について、同実行委員会（李妍焱委員長）が、大学での会場確保の準備及

び委員の選定を進めた。 

⑨災害等対応委員会 

災害対応委員会が、４月に第一回を開催し業務を開始した。 

 

（５）課題 

  8 月までの業務執行状況を踏まえ、次の業務に課題が見られる。 

①新会員システム 

委託事業者による移行手続き等に時間を要し、新会員システムの稼働が遅れている。 

この影響で、例年の会費請求に未だ着手できていない。 

②学会誌 

学会誌に係る業務委託契約について、第１３回理事会の審議結果を踏まえ、改めて見積書を徴し契約文

言の調整を詰めた結果、契約案の理事会承認と契約締結が残されている。 

なお、編集委員会では、年内の学会誌発行に向けた準備は開始されている。 

③広報検討部会 

広報検討部会での広報検討に時間を要している。 

広報のうち、ニューズレター等発行スケジュールとの関係で調整の急がれる業務については、同部会か

らの提言を得て確認のうえ、迅速に進める必要がある。 

④スタディ・グループ活動助成事業 

2019 年度の募集について当初の期限（７月 12 日～８月 10 日）までに応募がなかったことから、担当委

員会・執行部と協議の上、８月 17 日まで期限を延長した。しかし、応募がなかった。 

 

２ 2019 年度の今後の業務執行について（2019 年 9 月～2020 年 3 月） 

 

（１）課題の把握と整理 

①執行部では、7～8 月、全常設委員会に対して、本年度の業務スケジュールや課題を示し調整を図った。 

②各委員会との調整の過程で把握した課題を、前掲「１（５）課題」とともに、組織運営委員会（8 月 9 日）

に付議し、第 14 回理事会への付議議案の内容を調整するとともに、年度内の業務スケジュール等を確認し

た。 

 

（２）業務執行に向けた方針 

上記の諸課題の解決に早急に取り組み、９月以降の学会業務を円滑に行うため、第 14 回理事会の議を経て、

執行部、各委員会、学会事務局は、改めて本年度の事業計画を確認し、各々所管する業務上の課題を着実に進

めるものとする。 

今期の理事任期の満了に至るまで、現理事各位の以前にもましてのご協力をお願いしたい。 


